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．問題と目的
特別支援教育におけるICTの利用について、『教育の
情報化に関する手引き』（文部科学省，2010）では、「特
別な支援を必要とする児童生徒に対してその障害の状
態や発達の段階等に応じて活用することにより、学習
上又は生活上の困難を改善・克服させ、指導の効果を
高めることができる有用な機器である」としている。
さらに同書は、「社会の情報化が進展していく中で、児
童生徒が情報を主体的に活用できるようにしたり、情
報モラルを身に付けたりすることが一層重要になって
いる」ことを指摘している。また『特別支援学校小学
部・中学部学習指導要領』（文部科学省，2009）では、
各教科等の指導に当たり、「児童又は生徒がコンピュー
タや情報通信ネットワークなどの情報手段に慣れ親し
み、その基本的な操作や情報モラルを身に付け、適切
かつ主体的、積極的に活用できるようにするための学
習活動を充実する」ことが示されている。
障害のある児童の教育にICTを導入することは、通
常の学級と共通の目的で行われるだけでなく、障害に
よって生じる児童のコミュニケーションや学習の困難
を補うアシスティブ・テクノロジー（Assistive Tech-
nology；支援技術）としての意義がある。またマルチ
メディアの通信機能とインターネットを活用すること
で交流及び共同学習の手段として効果的であり、教育
的、心理的なインクルージョンの推進に貢献すること
ができる。したがってICTの適切な応用は特別支援教
育の分野で特に重要な課題ということができる。
2014年度には特別支援学校の児童・生徒を対象とし
た就学奨励費に高等部生徒がICTを購入する際の加算
が認められるようになった。和歌山県では高等部生徒
のICT購入費として５万円以内の助成が示されている
（和歌山県教育委員会，2014）。こうした制度の変化
も、障害児の教育におけるICTの有用性が公に認めら
れてきたことを示している。
一方、特別支援学校では、教員のICT活用能力の自己
評価が他の校種の教員と比べて低い（江田・森・一ツ
田，2010）。このことは、ICTに関する教員の知識や技
能の問題を示すというよりも、障害のある児童生徒の
授業にICTをどのように活用するのか、実践的な情報
の不足が影響していると予測される。またICTの利用
は、視覚障害児、聴覚障害児、肢体不自由児の教育の
領域では比較的進んでいるが、知的障害児の教育で遅
れが目立つ。従来の教材・教具や指導法と比べて、ど
のような指導効果や意義があるのか理解が行き渡って
いないと考えられる。教育の情報化の促進には、テク
ノロジーの普及に先立って教員の意識改革が求められ
る。特別支援教育の分野では、実践成果の蓄積とその
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次期学習指導要領が目指すこれからの算数・数学教育
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1.  はじめに
　平成 29 年 3 月に公示された学習指導要領により、
小学校算数科、中学校数学科では、資質・能力の育成
に向け、問題解決の重視や領域の変更など、さまざま
な点において改訂がなされた。
　その中で、3 つの大きな改訂の内容を取り上げてみ
ると、まず一つ目は、小学校算数科の四つの領域の変
化である。現行では、「A：数と計算」「B：量と測定」
「C：図形」と「D：数量関係」であったものを、「A：
数と計算」「B：図形」「C：測定」（1 〜 3 学年）と「C：
変化と関係」（4 〜 6 学年）「D：データの活用」と五
領域 なるとともに、名称も変更された。これは関数
に関わる内容 独立化したことから、「C：測定」（1
〜 3 学年）と「C：変化と関係」（4 〜 6 学年）と下学
年と上学年で C 領域の内容が異なる構成となったも
のと考えられる。また、「D：データの活用」の領域
では、これまでより一層統計に関わる内容を重視する
とともに、小・中・高等学校との系統性を重視したも
のと考えられる。さらに、小学校高学年の領域におい
ては、中学校数学科の領域との系統性を図ることで、
いわゆる「中 1 ギャップ」と言われている小学校から
中学校への移行をスムーズにしたものと考えられる。
　二つ目は、小・中・高等学校を通して「数学的活動」
に統一されたことである。これは次期学習指導要領で
は、小・中学校ともに目標 中で「数学的見方・考え
方を働かせ、数学的活動を通して、数学的に考える資
質・能力を次のとおり育成することを目指す。」と同
じ文言になっていることと、問題発見や問題解決の過
程に位置付けてより明確にすることから数学的活動と
改めたものと考えられる。
　三つ目は、統計的な学習内容のより一層充実を図っ
たことである。ここで、なぜ統計教育と記載しないの
かであるが、小学校及び中学校での学習内容において
統計教育を推し進めるのではないと考えている。あく
までも、統計的な学習内容を算数・数学を活用して課
題を解決していくことに重点を置いていることからで
ある。この統計的な学習内容の充実が図られたことに
ついては次に話をする。
2.  統計的な学習内容の充実
　平成 16 年 2 月に中央教育審議会算数・数学専門委
員会 開催され、まず最初に平成 10 年に当時文部省
から出された学習指導要領の改訂を審議することに
なった。この会の一回目の開催から言われていたこと
は、OECD35 カ国からみると、日本の学習内容に統
計的な学習内容が十分ではないことが指摘されてい
た。そしてそのことを答申として盛り込まれたことが、
次期学習指導要領まで継続されているのである。
　平成 20 年現行の学習指導要領を作成するにあたり、
平成 10 年の改訂で学習内容を厳選したことから「資
料の整理」が中学校の学習内容から削除されていた。
唯一、確率の分野が中学校第 2 学年に残っただけであ
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る。統計的な学習内容をどこまで導入していけばよい
のかという疑問は残されたが、与えられた資料を度数
分布表にまとめたり、ヒストグラムをかいたりするだ
けの作業に終わっていた「資料の整理」から転換する
ことは達成した。現行の学習指導要領につながる自分
自身の課題（問題）を解決するために、資料（データ）
を収集し、それらを整理して分析し、その傾向を読み
とるとともに、他の人に論理的に説明する力を育成す
ることを重視する考えによるものであった。
　また、これからの情報化社会において、多くの資料
（データ）が混在する中で、その真偽をみとる力を算
数・数学の活用して身に付けることが大切であると考
え、平成 20 年改訂では、小学校 1・2 学年から「数　
量関係」の領域を設けるとともに、第 6 学年では柱状
グラフをかき、その資料（データ）がどのような傾向
にあるのかを考えることまで学習することとした。
  さらに、中学校では小学校で学習した平均値だけで
なく、最頻値や中央値を用いて資料（データ）の傾向
を読みとり、平均値だけでは読みとれなかった傾向を
最頻値や中央値を用いた方がより資料（データ）の傾
向が読みとれることを理解させることとした。
　第 2 学年確率の分野においては、数学的確率だけを
重視しがちであったことを改善し、統計的確率を学習
することで「大数の法則」を理解し、確率の意味を実
感させることに重点を置いた。
　第 3 学年においては、第 1 学年で学習した全数調査
を受け、全数調査できない場合を考え標本調査におい
て資料（データ）の傾向を読みとる学習を設定した。
「相関関係」、もしくは「四分位数」や「箱ひげ図」の
導入も検討されたが、内容が多すぎるのではないかと
の理由から高等学校第 1 学年に設けられた。
　このような平成 16 年からの中央教育審議会の流れ
を受け、平成 28 年に出された　算数・数学ワーキン
ググループによる審議のまとめによれば、「統計的な
問題解決・思考決定」と「統計的な分析結果などを批
判的・多面的に考察すること」の 2 つの項目が提案さ
れていることは大変重要な点であると考える。
　このようなことを踏まえて、小・中学校において統
計的な学習内容を児童生徒に学ばせる必要がある。
3.   「主体的・対話的で深い学び」を実現する算数・数
学の授業とは
　次期学習指導要領が公示される前から、その中で注
目された一つが、「アクティブ・ラーニング」であった。
中央教育審議会が文部科学大臣から諮問を受けた時点
から、この「アクティブ・ラーニング」と「カリキュ
ラム・マネジメント」が話題を集め、我々としてはど
のように答申で出されてくるのか注目していたところ
であった。
　しかし、なぜ、「アクティブ・ラーニング」が姿を
消し、「主体的・対話的で深い学び」という表現になっ
たのか。答申が出されるまでにこの言葉が一人歩きし
てしまい、いろいろな方面で多義的に使用されすぎ、
意図するところとは違った方向に使用されていること
があったのではないかと推測する。
　近頃は算数・数学の授業だけでなく他の教科の授業
においても、学習内容の考察や教材観よりも指導方法・
指導形態に教員の目が向いているように思われる。
  現状を見てみると初任者の教員や初任から 5 年目ま
での教員が職場の大半を占めている。こうした中でも、
なんとか授業として成立し、子どもたちから「わかっ
た」と言って喜んでもらえる授業を提供することが求
められる。
　そのため教員は、教材研究よりも指導方法に依存す
ることになる。それでは子どもが「わかった」と実感
できる授業とはならない。そこで「主体的・対話的で
深い学び」を実現するための算数・数学の授業を問題
解決的な学習を通して提示したいと考える。（資料 1）
　先ずは、1 単位時間当たりの算数・数学科の授業の
流れを次の（1）〜（4）
　　（1）　課題把握
　　（2）　自力解決
　　（3）　集団解決
　　（4）　まとめ・適応題・ふりかえり
の 4 つに区分する。（資料 2）
　まずはじめに、（1）の課題把握では、児童生徒が主
体的に課題（問題）に取り組むことができるように意
図的なセッティングが必要である。そのためには、児
童生徒の身近にある課題（問題）を提示したり、その
課題（問題）が広がるものや深まるものであったりす
ると主体的に取り組む姿勢が継続される。
　また、課題（問題）を提示し、「求めたいことは何
か。」と「分かっていることは何か。」を明確にするこ
とで児童生徒全員に課題（問題）を焦点化させること
が大切である。
　ここで、既習事項や解くためのヒントなどを発表さ
せてしまうと、せっかく解きたいと思っている児童生
徒の意欲をそぐことにもなりかねないので、注意する
必要がある。
　また、「めあて」を設定する場合、先生が設定して
しまい、本当にその「めあて」が児童生徒のものとなっ
ているのかも大切である。形式的に「めあて」を提示
するのではなく、児童生徒から「めあて」を考えさせ
ることで、主体的に数学的活動に向かえさせることが
できるのである。
　さらに、（2）〜（4）までを 1 単位時間で終了させ
るためには課題把握では時間をあまり使わない方がよ
い。授業参観する中で、課題把握に 10 分以上時間を
とってしまい、「まとめ」や「ふりかえり」ができな
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童生徒が情報を主体的に活用できるようにしたり、情
報モラルを身に付けたりすることが一層重要になって
いる」ことを指摘している。また『特別支援学校小学
部・中学部学習指導要領』（文部科学省，2009）では、
各教科等の指導に当たり、「児童又は生徒がコンピュー
タや情報通信ネットワークなどの情報手段に慣れ親し
み、その基本的な操作や情報モラルを身に付け、適切
かつ主体的、積極的に活用できるようにするための学
習活動を充実する」ことが示されている。
障害のある児童の教育にICTを導入することは、通
常の学級と共通の目的で行われるだけでなく、障害に
よって生じる児童のコミュニケーションや学習の困難
を補うアシスティブ・テクノロジー（Assistive Tech-
nology；支援技術）としての意義がある。またマルチ
メディアの通信機能とインターネットを活用すること
で交流及び共同学習の手段として効果的であり、教育
的、心理的なインクルージョンの推進に貢献すること
ができる。したがってICTの適切な応用は特別支援教
育の分野で特に重要な課題ということができる。
2014年度には特別支援学校の児童・生徒を対象とし
た就学奨励費に高等部生徒がICTを購入する際の加算
が認められるようになった。和歌山県では高等部生徒
のICT購入費として５万円以内の助成が示されている
（和歌山県教育委員会，2014）。こうした制度の変化
も、障害児の教育におけるICTの有用性が公に認めら
れてきたことを示している。
一方、特別支援学校では、教員のICT活用能力の自己
評価が他の校種の教員と比べて低い（江田・森・一ツ
田，2010）。このことは、ICTに関する教員の知識や技
能の問題を示すというよりも、障害のある児童生徒の
授業にICTをどのように活用するのか、実践的な情報
の不足が影響していると予測される。またICTの利用
は、視覚障害児、聴覚障害児、肢体不自由児の教育の
領域では比較的進んでいるが、知的障害児の教育で遅
れが目立つ。従来の教材・教具や指導法と比べて、ど
のような指導効果や意義があるのか理解が行き渡って
いないと考えられる。教育の情報化の促進には、テク
ノロジーの普及に先立って教員の意識改革が求められ
る。特別支援教育の分野では、実践成果の蓄積とその
特別支援教育におけるICTの利用に対する関係者の意識
－テレビ会議システムによるフォーラムの研修効果－
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要旨：テレビ会議システムを利用した広域のフォーラムを開催し、特別支援教育におけるICTの利用をテーマとした
協議と実践報告を行った。その事前、事後で参加者にアンケート調査を実施し、ICTの教育的な利用に対する意識の変
化を調べた。回答を得点化し因子分析を行ったところ、「情報化への不安」「利用効果への期待」「学びの意欲」「指導
の自信」の４つの因子が抽出された。フォーラムの参加者はICTの導入に強い期待と意欲をもつ一方、教育環境の急速
な情報化に不安を感じ、障害のある児童が活動を機器に頼ることや、心身への影響に対する懸念を示していた。また
「指導の自信」の因子得点が低かった。しかし事後のアンケートでは４つの因子すべてで得点が有意に向上し、フォー
ラムの研修効果が認められた。性別による差がみられ、ICTの利用には男性がより積極的であった。特に「情報化への
不安」と「指導の自信」の因子ではフォーラム参加後も女性の得点が有意に低かった。年代による得点の差はみられ
なかった。
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くなってしまっているケースが多いからである。
　次に（2）の自力解決で重要なことは、児童生徒の
学習能力をレディネステストなどで事前に把握し、机
間指導する順番を決定しておくことが大切である。課
題把握ができない児童生徒に対しては、必ずヒント
カードを 2 種類（一つ目は少しのヒントで課題が理解
できるもの。二つ目はそれ以上のヒントが必要とする
もの）作成し、個に応じてヒントカードを配付し、説
明をすることが重要である。（資料 3）
　また、この時間帯で大切なことは課題解決における
自分自身の考えを必ずもっておくようにさせたい。集
団解決で班活動になったとき、自分の考えを発表でき
るようにするためである。
　さらに、自分自身の考えを言葉、数、式、図などに
可視化することが重要である。そうすることによって、
学びあいの場で自分の考えを可視化した図などを使っ
て他の児童生徒に説明できるからである。（資料 4）
　この時間帯における指導者としての大切なことは 2
点ある。1 点目は、自力解決の時間で解けてしまって
いる児童生徒に対しては、机間指導により赤ペンで○
を付けるなど評価するとともに、他の方法での解法は
ないかを引き出すことも大切である。また、途中まで
できている児童生徒に対しても、その考えの過程を評
価することを忘れてはならない。
　2 点目は、この自力解決の段階で全員の児童生徒が
解決できなくてもよいのである。時間を決めておき、
自力解決の途中であったとしてもそこで終了し、集
団解決に入るべきである。授業参観をする中で、児童
生徒から「先生あと少し時間ちょうだい。」と言われ、
自力解決の時間を延ばすことによって（3）、（4）の時
間がなくなってしまう授業が多く見られるためであ
る。最終的に問題解決に至るのは集団解決が終了した
時点で全員が「わかる」状態になればよいのである。
　次に（3）の集団解決の時間帯では、必ず班活動を
取り入れる。授業形態は、ペア学習、コーナー学習や
4 人での班活動など、その教材の内容などに応じて指
導者が選択すればよいのである。
　学びあいの場で大切なことは、班における発表する
順番である。解決に至っていない児童生徒をまず最初
に発表させることを年度当初から学級で約束しておく
ことが大切である。解決できている児童生徒の後に発
表となれば、発表ができなくなってしまうからである。
学びあいの中での子どもたち同士の発表でよいこと
は、分からないところが聞きやすいだけでなく、イン
プットしたことをアウトプットすることで、説明して
いる児童生徒ももう一度考えを深めることができると
ころにある。
　集団解決において算数・数学の授業ではより簡潔・
明瞭で、正確な解法に向かって学び うことが大切で
あるとともに、学んだ内容を整理し、一般化
も必要になってくる。
　また、指導者としてこの時間帯は、各班の中に入り、
どのような考え方をしているのか、分からないところ
はどこなのかを把握し、集団解決の時にどの班から発
表させるかを準備しておくことが重要である。
最後に（4）のまとめ・適応題・ふりかえりの時間である。
前述したように「めあて」は先生がかくのではないの
と同様に、「めあて」と連動した「まとめ」も児童生
徒からの発表やつぶやきで黒板に吹き出しなどでかい
てある意見を使ってまとめると、児童生徒自身の「ま
とめ」になる。
　授業参観する中で、最後に先生がまとめを紙にかい
ていて黒板に掲載するのをよく見るが、今まで苦労し
て解法してきたことが一度に飛んでいってしまう。時
間がかかるかもしれないが、児童生徒の力で「めあて
て」と「まとめ」を作れるような学級にしてもらいたい。
次に適応題である。これは本時の授業の評価を見とる
ためには欠かせないものである。そして、教師自身本
時の授業の評価でもある。この適応題も教科書の下
段にあるものをただ単にもってくるのではなく、本時
の授業とよく照らし合わせて出題することが大切であ
る。教科書の下段にある問いが本時の学習内容の適応
題に適していない問題の場合もあ 。また、間違えて
いる児童生徒に対しては、できるだけ早い段階でつま
ずきを改善させる必要がある。
　最後に「ふりかえり」である。学習の「ふりかえり」
は学びの深さを議論する上で、とても大切である。
児童生徒が授業の前と後ろで自分がどんなふうに変
わったのかを振り返り、その違いを実感させるように
教師が意図的にもっていくことが大切である。
　例えば 1 つの例を挙げてみると、
　「初めは○○○と考えていましたが、△△△さんの
意見を聞き、□□□であると考えられるようになった
ことがうれしかった。」（図 1） のような「ふりかえり」
を時間がおしている中でも 1 つ紹介したり、板書した
りしてその「ふりかえり」を賞賛することで児童生徒
の「ふりかえり」は変わってくるはずである。（資料 4）
図１　「ふりかえり」をかいている児童のノート
．問題と目的
特別支援教育におけるICTの利用について、『教育の
情報化に関する手引き』（文部科学省，2010）では、「特
別な支援を必要とする児童生徒に対してその障害の状
態や発達の段階等に応じて活用することにより、学習
上又は生活上の困難を改善・克服させ、指導の効果を
高めることができる有用な機器である」としている。
さらに同書は、「社会の情報化が進展していく中で、児
童生徒が情報を主体的に活用できるようにしたり、情
報モラルを身に付けたりすることが一層重要になって
いる」ことを指摘している。また『特別支援学校小学
部・中学部学習指導要領』（文部科学省，2009）では、
各教科等の指導に当たり、「児童又は生徒がコンピュー
タや情報通信ネットワークなどの情報手段に慣れ親し
み、その基本的な操作や情報モラルを身に付け、適切
かつ主体的、積極的に活用できるようにするための学
習活動を充実する」ことが示されている。
障害のある児童の教育にICTを導入することは、通
常の学級と共通の目的で行われるだけでなく、障害に
よって生じる児童のコミュニケーションや学習の困難
を補うアシスティブ・テクノロジー（Assistive Tech-
nology；支援技術）としての意義がある。またマルチ
メディアの通信機能とインターネットを活用すること
で交流及び共同学習の手段として効果的であり、教育
的、心理的なインクルージョンの推進に貢献すること
ができる。したがってICTの適切な応用は特別支援教
育の分野で特に重要な課題ということができる。
2014年度には特別支援学校の児童・生徒を対象とし
た就学奨励費に高等部生徒がICTを購入する際の加算
が認められるようになった。和歌山県では高等部生徒
のICT購入費として５万円以内の助成が示されている
（和歌山県教育委員会，2014）。こうした制度の変化
も、障害児の教育におけるICTの有用性が公に認めら
れてきたことを示している。
一方、特別支援学校では、教員のICT活用能力の自己
評価が他の校種の教員と比べて低い（江田・森・一ツ
田，2010）。このことは、ICTに関する教員の知識や技
能の問題を示すというよりも、障害のある児童生徒の
授業にICTをどのように活用するのか、実践的な情報
の不足が影響していると予測される。またICTの利用
は、視覚障害児、聴覚障害児、肢体不自由児の教育の
領域では比較的進んでいるが、知的障害児の教育で遅
れが目立つ。従来の教材・教具や指導法と比べて、ど
のような指導効果や意義があるのか理解が行き渡って
いないと考えられる。教育の情報化の促進には、テク
ノロジーの普及に先立って教員の意識改革が求められ
る。特別支援教育の分野では、実践成果の蓄積とその
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資料 1
．問題と目的
特別支援教育におけるICTの利用について、『教育の
情報化に関する手引き』（文部科学省，2010）では、「特
別な支援を必要とする児童生徒に対してその障害の状
態や発達の段階等に応じて活用することにより、学習
上又は生活上の困難を改善・克服させ、指導の効果を
高めることができる有用な機器である」としている。
さらに同書は、「社会の情報化が進展していく中で、児
童生徒が情報を主体的に活用できるようにしたり、情
報モラルを身に付けたりすることが一層重要になって
いる」ことを指摘している。また『特別支援学校小学
部・中学部学習指導要領』（文部科学省，2009）では、
各教科等の指導に当たり、「児童又は生徒がコンピュー
タや情報通信ネットワークなどの情報手段に慣れ親し
み、その基本的な操作や情報モラルを身に付け、適切
かつ主体的、積極的に活用できるようにするための学
習活動を充実する」ことが示されている。
障害のある児童の教育にICTを導入することは、通
常の学級と共通の目的で行われるだけでなく、障害に
よって生じる児童のコミュニケーションや学習の困難
を補うアシスティブ・テクノロジー（Assistive Tech-
nology；支援技術）としての意義がある。またマルチ
メディアの通信機能とインターネットを活用すること
で交流及び共同学習の手段として効果的であり、教育
的、心理的なインクルージョンの推進に貢献すること
ができる。したがってICTの適切な応用は特別支援教
育の分野で特に重要な課題ということができる。
2014年度には特別支援学校の児童・生徒を対象とし
た就学奨励費に高等部生徒がICTを購入する際の加算
が認められるようになった。和歌山県では高等部生徒
のICT購入費として５万円以内の助成が示されている
（和歌山県教育委員会，2014）。こうした制度の変化
も、障害児の教育におけるICTの有用性が公に認めら
れてきたことを示している。
一方、特別支援学校では、教員のICT活用能力の自己
評価が他の校種の教員と比べて低い（江田・森・一ツ
田，2010）。このことは、ICTに関する教員の知識や技
能の問題を示すというよりも、障害のある児童生徒の
授業にICTをどのように活用するのか、実践的な情報
の不足が影響していると予測される。またICTの利用
は、視覚障害児、聴覚障害児、肢体不自由児の教育の
領域では比較的進んでいるが、知的障害児の教育で遅
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いないと考えられる。教育の情報化の促進には、テク
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．問題と目的
特別支援教育におけるICTの利用について、『教育の
情報化に関する手引き』（文部科学省，2010）では、「特
別な支援を必要とする児童生徒に対してその障害の状
態や発達の段階等に応じて活用することにより、学習
上又は生活上の困難を改善・克服させ、指導の効果を
高めることができる有用な機器である」としている。
さらに同書は、「社会の情報化が進展していく中で、児
童生徒が情報を主体的に活用できるようにしたり、情
報モラルを身に付けたりすることが一層重要になって
いる」ことを指摘している。また『特別支援学校小学
部・中学部学習指導要領』（文部科学省，2009）では、
各教科等の指導に当たり、「児童又は生徒がコンピュー
タや情報通信ネットワークなどの情報手段に慣れ親し
み、その基本的な操作や情報モラルを身に付け、適切
かつ主体的、積極的に活用できるようにするための学
習活動を充実する」ことが示されている。
障害のある児童の教育にICTを導入することは、通
常の学級と共通の目的で行われるだけでなく、障害に
よって生じる児童のコミュニケーションや学習の困難
を補うアシスティブ・テクノロジー（Assistive Tech-
nology；支援技術）としての意義がある。またマルチ
メディアの通信機能とインターネットを活用すること
で交流及び共同学習の手段として効果的であり、教育
的、心理的なインクルージョンの推進に貢献すること
ができる。したがってICTの適切な応用は特別支援教
育の分野で特に重要な課題ということができる。
2014年度には特別支援学校の児童・生徒を対象とし
た就学奨励費に高等部生徒がICTを購入する際の加算
が認められるようになった。和歌山県では高等部生徒
のICT購入費として５万円以内の助成が示されている
（和歌山県教育委員会，2014）。こうした制度の変化
も、障害児の教育におけるICTの有用性が公に認めら
れてきたことを示している。
一方、特別支援学校では、教員のICT活用能力の自己
評価が他の校種の教員と比べて低い（江田・森・一ツ
田，2010）。このことは、ICTに関する教員の知識や技
能の問題を示すというよりも、障害のある児童生徒の
授業にICTをどのように活用するのか、実践的な情報
の不足が影響していると予測される。またICTの利用
は、視覚障害児、聴覚障害児、肢体不自由児の教育の
領域では比較的進んでいるが、知的障害児の教育で遅
れが目立つ。従来の教材・教具や指導法と比べて、ど
のような指導効果や意義があるのか理解が行き渡って
いないと考えられる。教育の情報化の促進には、テク
ノロジーの普及に先立って教員の意識改革が求められ
る。特別支援教育の分野では、実践成果の蓄積とその
特別支援教育におけるICTの利用に対する関係者の意識
－テレビ会議システムによるフォーラムの研修効果－
Factor Analysis on the Consciousness of ICT Use in People Concerning Special Education
－Training Effects of the Special Education Forum by Videoconference System－
江田 裕介
EDA Yusuke
(和歌山大学教育学部)
要旨：テレビ会議システムを利用した広域のフォーラムを開催し、特別支援教育におけるICTの利用をテーマとした
協議と実践報告を行った。その事前、事後で参加者にアンケート調査を実施し、ICTの教育的な利用に対する意識の変
化を調べた。回答を得点化し因子分析を行ったところ、「情報化への不安」「利用効果への期待」「学びの意欲」「指導
の自信」の４つの因子が抽出された。フォーラムの参加者はICTの導入に強い期待と意欲をもつ一方、教育環境の急速
な情報化に不安を感じ、障害のある児童が活動を機器に頼ることや、心身への影響に対する懸念を示していた。また
「指導の自信」の因子得点が低かった。しかし事後のアンケートでは４つの因子すべてで得点が有意に向上し、フォー
ラムの研修効果が認められた。性別による差がみられ、ICTの利用には男性がより積極的であった。特に「情報化への
不安」と「指導の自信」の因子ではフォーラム参加後も女性の得点が有意に低かった。年代による得点の差はみられ
なかった。
キーワード：特別支援教育、ICT、テレビ会議システム、教育の情報化、因子分析
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資料 2
．問題と目的
特別支援教育におけるICTの利用について、『教育の
情報化に関する手引き』（文部科学省，2010）では、「特
別な支援を必要とする児童生徒に対してその障害の状
態や発達の段階等に応じて活用することにより、学習
上又は生活上の困難を改善・克服させ、指導の効果を
高めることができる有用な機器である」としている。
さらに同書は、「社会の情報化が進展していく中で、児
童生徒が情報を主体的に活用できるようにしたり、情
報モラルを身に付けたりすることが一層重要になって
いる」ことを指摘している。また『特別支援学校小学
部・中学部学習指導要領』（文部科学省，2009）では、
各教科等の指導に当たり、「児童又は生徒がコンピュー
タや情報通信ネットワークなどの情報手段に慣れ親し
み、その基本的な操作や情報モラルを身に付け、適切
かつ主体的、積極的に活用できるようにするための学
習活動を充実する」ことが示されている。
障害のある児童の教育にICTを導入することは、通
常の学級と共通の目的で行われるだけでなく、障害に
よって生じる児童のコミュニケーションや学習の困難
を補うアシスティブ・テクノロジー（Assistive Tech-
nology；支援技術）としての意義がある。またマルチ
メディアの通信機能とインターネットを活用すること
で交流及び共同学習の手段として効果的であり、教育
的、心理的なインクルージョンの推進に貢献すること
ができる。したがってICTの適切な応用は特別支援教
育の分野で特に重要な課題ということができる。
2014年度には特別支援学校の児童・生徒を対象とし
た就学奨励費に高等部生徒がICTを購入する際の加算
が認められるようになった。和歌山県では高等部生徒
のICT購入費として５万円以内の助成が示されている
（和歌山県教育委員会，2014）。こうした制度の変化
も、障害児の教育におけるICTの有用性が公に認めら
れてきたことを示している。
一方、特別支援学校では、教員のICT活用能力の自己
評価が他の校種の教員と比べて低い（江田・森・一ツ
田，2010）。このことは、ICTに関する教員の知識や技
能の問題を示すというよりも、障害のある児童生徒の
授業にICTをどのように活用するのか、実践的な情報
の不足が影響していると予測される。またICTの利用
は、視覚障害児、聴覚障害児、肢体不自由児の教育の
領域では比較的進んでいるが、知的障害児の教育で遅
れが目立つ。従来の教材・教具や指導法と比べて、ど
のような指導効果や意義があるのか理解が行き渡って
いないと考えられる。教育の情報化の促進には、テク
ノロジーの普及に先立って教員の意識改革が求められ
る。特別支援教育の分野では、実践成果の蓄積とその
特別支援教育におけるICTの利用に対する関係者の意識
－テレビ会議システムによるフォーラムの研修効果－
Factor Analysis on the Consciousness of ICT Use in People Concerning Special Education
－Training Effects of the Special Education Forum by Videoconference System－
江田 裕介
EDA Yusuke
(和歌山大学教育学部)
要旨：テレビ会議システムを利用した広域のフォーラムを開催し、特別支援教育におけるICTの利用をテーマとした
協議と実践報告を行った。その事前、事後で参加者にアンケート調査を実施し、ICTの教育的な利用に対する意識の変
化を調べた。回答を得点化し因子分析を行ったところ、「情報化への不安」「利用効果への期待」「学びの意欲」「指導
の自信」の４つの因子が抽出された。フォーラムの参加者はICTの導入に強い期待と意欲をもつ一方、教育環境の急速
な情報化に不安を感じ、障害のある児童が活動を機器に頼ることや、心身への影響に対する懸念を示していた。また
「指導の自信」の因子得点が低かった。しかし事後のアンケートでは４つの因子すべてで得点が有意に向上し、フォー
ラムの研修効果が認められた。性別による差がみられ、ICTの利用には男性がより積極的であった。特に「情報化への
不安」と「指導の自信」の因子ではフォーラム参加後も女性の得点が有意に低かった。年代による得点の差はみられ
なかった。
キーワード：特別支援教育、ICT、テレビ会議システム、教育の情報化、因子分析
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資料 3
ヒントカード １
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 上からの写真を図に表したものを見ると，
 はこのよこの長さと，（          の長さ）が同じです。
だから，ボールの直径をもとめる式は（          ）となり，
はこのたての長さは，（          の長さ）と同じだから，
はこのたての長さをもとめる式は，（          ）となり，
はこのたての長さは（    ）㎝になります。


ヒントカード ２











 上から 写真を図に表したものを見ると，
 はこのよこの長さと，（          の長さ）が同じです。
上からの写真 上からの写真を図に表したもの
上からの写真 上からの写真を図に表したもの
資料 
．問題と目的
特別支援教育におけるICTの利用について、『教育の
情報化に関する手引き』（文部科学省，2010）では、「特
別な支援を必要とする児童生徒に対してその障害の状
態や発達の段階等に応じて活用することにより、学習
上又は生活上の困難を改善・克服させ、指導の効果を
高めることができる有用な機器である」としている。
さらに同書は、「社会の情報化が進展していく中で、児
童生徒が情報を主体的に活用できるようにしたり、情
報モラルを身に付けたりすることが一層重要になって
いる」ことを指摘している。また『特別支援学校小学
部・中学部学習指導要領』（文部科学省，2009）では、
各教科等の指導に当たり、「児童又は生徒がコンピュー
タや情報通信ネットワークなどの情報手段に慣れ親し
み、その基本的な操作や情報モラルを身に付け、適切
かつ主体的、積極的に活用できるようにするための学
習活動を充実する」ことが示されている。
障害のある児童の教育にICTを導入することは、通
常の学級と共通の目的で行われるだけでなく、障害に
よって生じる児童のコミュニケーションや学習の困難
を補うアシスティブ・テクノロジー（Assistive Tech-
nology；支援技術）としての意義がある。またマルチ
メディアの通信機能とインターネットを活用すること
で交流及び共同学習の手段として効果的であり、教育
的、心理的なインクルージョンの推進に貢献すること
ができる。したがってICTの適切な応用は特別支援教
育の分野で特に重要な課題ということができる。
2014年度には特別支援学校の児童・生徒を対象とし
た就学奨励費に高等部生徒がICTを購入する際の加算
が認められるようになった。和歌山県では高等部生徒
のICT購入費として５万円以内の助成が示されている
（和歌山県教育委員会，2014）。こうした制度の変化
も、障害児の教育におけるICTの有用性が公に認めら
れてきたことを示している。
一方、特別支援学校では、教員のICT活用能力の自己
評価が他の校種の教員と比べて低い（江田・森・一ツ
田，2010）。このことは、ICTに関する教員の知識や技
能の問題を示すというよりも、障害のある児童生徒の
授業にICTをどのように活用するのか、実践的な情報
の不足が影響していると予測される。またICTの利用
は、視覚障害児、聴覚障害児、肢体不自由児の教育の
領域では比較的進んでいるが、知的障害児の教育で遅
れが目立つ。従来の教材・教具や指導法と比べて、ど
のような指導効果や意義があるのか理解が行き渡って
いないと考えられる。教育の情報化の促進には、テク
ノロジーの普及に先立って教員の意識改革が求められ
る。特別支援教育の分野では、実践成果の蓄積とその
特別支援教育におけるICTの利用に対する関係者の意識
－テレビ会議システムによるフォーラムの研修効果－
Factor Analysis on the Consciousness of ICT Use in People Concerning Special Education
－Training Effects of the Special Education Forum by Videoconference System－
江田 裕介
EDA Yusuke
(和歌山大学教育学部)
要旨：テレビ会議システムを利用した広域のフォーラムを開催し、特別支援教育におけるICTの利用をテーマとした
協議と実践報告を行った。その事前、事後で参加者にアンケート調査を実施し、ICTの教育的な利用に対する意識の変
化を調べた。回答を得点化し因子分析を行ったところ、「情報化への不安」「利用効果への期待」「学びの意欲」「指導
の自信」の４つの因子が抽出された。フォーラムの参加者はICTの導入に強い期待と意欲をもつ一方、教育環境の急速
な情報化に不安を感じ、障害のある児童が活動を機器に頼ることや、心身への影響に対する懸念を示していた。また
「指導の自信」の因子得点が低かった。しかし事後のアンケートでは４つの因子すべてで得点が有意に向上し、フォー
ラムの研修効果が認められた。性別による差がみられ、ICTの利用には男性がより積極的であった。特に「情報化への
不安」と「指導の自信」の因子ではフォーラム参加後も女性の得点が有意に低かった。年代による得点の差はみられ
なかった。
キーワード：特別支援教育、ICT、テレビ会議システム、教育の情報化、因子分析
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資料 4
